労働安全衛生～いのち、身体、心に差別・格差なんてとんでもない！
非正規地方公務員の公務災害補償制度改善に関する研究会見解
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０１８年９月３日　　NPO法人官製ワーキングプア研究会

地方自治体に働く臨時・非常勤職員等の公務災害補償に関しては、任用形態によって補償制度が複雑になっており、労働安全衛生管理体制でも労働災害防止や再発防止施策から当事者が除外されてしまうことが多く見られます。
私たちは、これまで神奈川県臨時任用職員、石川県津幡町非常勤調査員の問題に直接間接に関わってきました。そして北九州市で子ども・家庭相談担当非常勤職員がパワハラと過重業務によってうつ病に罹患、退職後に自ら命を絶たれ、その後、ご遺族が市に公務災害補償を請求したところ、本人並びに遺族からの請求権を認めていない「条例・施行規則」を盾に門前払いされたという事案（以下、「北九州市事件」という）に接し、問題の重要性から本格的な取り組みを開始しました。
今年（2018年）5月に実施した「臨時・非常勤職員等の安全衛生制度に関する調査」に関して7月11日、参議院議員会館において、中間報告会を開催しました。その場には、北九州市事件訴訟の原告であるご遺族と訴訟代理人弁護士が出席され、市の対応や制度の不備、不当性が訴えられました。
それから10日が経過した7月20日、総務省自治行政局公務員部安全厚生推進室長は「『議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例施行規則』（案）の一部改正（案）について」という通知を発出、被災職員や遺族等からの申請（申し出）ができるように、自治体に規則改正を促しました。
１  今回の改善通知については、とりわけ北九州市事件訴訟原告の訴えが総務大臣に直接届いたこと、また、当会及び北海道、関西の仲間と連携して実施した調査が現状を明らかにした結果、総務大臣を改善に踏み込ませた成果と考えています。
２ ところで、同様の措置について、国は人事院規則を昭和45年にすでに改正しています。つまり、総務省（旧自治省）や地方自治体は、日頃から「人事院規則に準じる」と言い続けているにも拘わらず、この件に関しては対応して来なかったのです。やるべきことをやってこなかった総務省、地方自治体の不作為を指摘せざるを得ません。３  総務省調査（2016.4．1現在）から、今回の条例規則改正案が少なくとも影響する範囲、つまり地方公務員災害補償法が適用となるフルタイムの職員以外、および労災保険法が非適用となる非正規公務員数、すなわち、地方公務員災害補償条例の適用を受ける一般事務職員のパート勤務職員とその他職種のパート勤務職員は217,004人となります。非正規公務員の総務省調査全数が643,131人ですから、今回改正の影響は33.7％の非正規公務員に及ぶものと推定されます。焦点の北九州市では、全非正規公務員2,908人のうち、1,617人が対象となり、非正規公務員の半数の55.6%が対象です。このようの今次規則改正の影響を受ける非正規公務員数は相当程度に及ぶことから、総務省の規則改正通知を受けた自治体は、非正規公務員の労働災害補償上の権利を保護するから観点から、早急に条例・規則改正することを強く訴えます。
４　最後に、私たちは北九州市訴訟原告と連携し、その勝利的解決をめざします。北九州市はこれまでの非を認めて原告に謝罪するとともに、訴訟で争う姿勢を改め、制度改善を早期に着手すべきです。また、福岡地裁は今回の総務省改善通知を受けとめ、適切な判断をするよう求めるものです。
　　　　　
◆当会のホームページ　http://kwpk.web.fc2.com/
◆当会では、臨時・非常勤職員に対する労働安全衛生体制等の格差改善に向け、提案をしています。
〈別紙〉
臨時・非常勤職員に対する労働安全衛生体制等の格差改善に向けて

〇法改正について

地方公務員災害補償法の改正～同法第2条と第69条の改正により補償等の一元化

（国家公務員の期間業務職員や非常勤職員は常勤職員と同様の制度下にある）

当面、事業場ごとの適用でなく、すべての臨時非常勤職員（一般職）を労災保険対象にすることも一考と思われます。

〇制度や運用が不十分な自治体に向けた改善について

・非常勤職員の公務災害補償等に関する条例や施行規則を点検し、被災職員や遺族等からの申請（申し出）ができるように改正すること

・職員安全衛生管理規則等を点検し、適用対象を臨時・非常勤職員等を含む「すべての職員」とすること　　　

・労災適用における休業補償を被災日から8割補償させる規則の整備を行うこと

・常勤職員並みの公務傷病休暇の整備と有給化を行うこと

・死亡、障害見舞金(賞慰金)制度の点検と適用から除外しないこと
